
（別紙１）

平成26年6月20日
文部科学省

平成25年度
に開始した
取組

目標の
進捗状況

（ア）教育、研究開発等の委託契約の見
直し
　教育、研究開発等の委託契約のうち、
文部科学省の施策目標毎の主要な事業
に含まれる委託契約について、引き続き
外部有識者を含む審査委員会による事前
審査を行い、必要性、効率性、公平性、透
明性、競争性の確保を図る。

　 年度当初に、文部科学省の施策目標
毎に重要性や予算規模を踏まえ抽出した
主要な事業に含まれる委託契約を調達改
善計画の対象として選定し、当該契約を
所管する各局課において、それぞれ外部
有識者で構成する審査委員会を設置し、
必要性、効率性、公平性、透明性、競争
性の観点から事前審査を実施した。

【実施件数】　７３件
　一般競争（総合評価）　１９件
　随意契約（企画競争）　５４件

　外部有識者で構成する審査委員会による事
前審査を行った結果、いずれの委託契約にお
いても指摘事項等がなく、仕様内容が適正であ
ること、公告・公募期間が確保されていること等
が確認されたことにより、委託契約の必要性、
効率性、公平性、透明性、競争性の確保が図
られた。

〇 －

　引き続き実施。

（イ）庁費類（汎用的な物品・役務）の調達
の見直し
　汎用的な物品・役務の平成２３年度の契
約実績は、
高額契約　　　　　284件　55億円
少額随契　　  17,834件　20億円
合計　　　　　  18,118件　75億円
である。これらの汎用的な物品・役務の調
達について、定量的な目標を以下のとお
り定めるとともに、新たに調達サポートデ
スクを設置して調達事務の効率化を図る
ことにより、調達改善の取組をより一層推
進するものとする。

　競り下げについては、９類型を対象に、
２４件・契約金額６８百万円の調達を実施
した。
　共同調達については、１４類型の品目を
対象に、金融庁及び会計検査院と総額約
３億円の調達を実施した。
　また、調達改善の取組をより一層推進
するため、大臣官房会計課に調達サポー
トデスクを設置し、仕様策定相談等に対
応した。

　引き続き実施。
　なお、競り下げの実施に当たっては削
減効果を検証しつつ取組むものとする。
　また、一部の共同調達については類型
の統合を行い、スケールメリットによる更
なるコスト削減を目指す。

〔数値目標〕
・新規に競り下げを実施する品目等の経
費について、対前年度比１割程度の削減
を目指す。
・競り下げの実施について、対象を５類型
から９類型に拡大するとともに、目標件
数、金額を以下のとおりとする。
　目標件数　３０件
  目標金額　おおよそ２千５百万円から
　　　　　　　　３千３百万円
・共同調達の実施について、対象を１０類
型から１４類型に拡大するとともに、 実施
の目標金額を総額でおおよそ３億円とす
る。

①事務用什器（書庫、収納棚、会議用
テーブルなど）
　　年２回実施予定
　　[２～３百万円]

　　【競り下げ・共同調達】

〇

　８月及び２月に計２回の競り下げによる
調達を実施。

　競り下げ開始価格の合計２，８８４千円から最
終価格の合計は２，２５９千円となり、６２４千円
（２１．６％）の削減効果があった。

○

　中央合同庁舎第7号館で共同調達を実
施する計画であったが、他の入居官署に
おいて調達需要がなかったことから文部
科学省単独での競り下げによる調達と
なった。

　引き続き実施。

②事務用機器（強力パンチ、テプラ、電動
消しゴムなど）
　  年２回実施予定
　　[２～３百万円]

　　【競り下げ・共同調達】

〇

　８月及び２月に計２回の競り下げによる
調達を実施。

　競り下げ開始価格の合計２，１８７千円から最
終価格の合計は１，５６２千円となり、６２４千円
（２８．５％）の削減効果があった。

○

　中央合同庁舎第7号館で共同調達を実
施する計画であったが、他の入居官署に
おいて調達需要がなかったことから文部
科学省単独での競り下げによる調達と
なった。

　引き続き実施。

③OA機器（ICレコーダー、ICカードリー
ダーなど）
  　年２回実施予定
　　[２～３百万円]
　
　　【競り下げ・共同調達】

〇

　８月及び２月に計２回の競り下げによる
調達を実施。

　競り下げ開始価格の合計３，２８９千円から最
終価格の合計は３，１２９千円となり、１６０千円
（４．８％）の削減効果があった。

○

　中央合同庁舎第7号館で共同調達を実
施する計画であったが、上半期において
は金融庁のみ、下半期においては文部科
学省のみの調達需要となったことから、そ
れぞれ単独での競り下げによる調達と
なった。

　引き続き実施。

④家電（液晶テレビ、レコーダー、ポットな
ど）
   年２回実施予定
　　[１～１．５百万円]

　　【競り下げ・共同調達】

〇

　８月及び２月に計２回の競り下げによる
調達を実施。

　競り下げ開始価格の合計１，２０４千円から最
終価格の合計は１，１４９千円となり、５４千円
（４．５％）の削減効果があった。

○

　中央合同庁舎第7号館で共同調達を実
施する計画であったが、他の入居官署に
おいて調達需要がなかったことから文部
科学省単独での競り下げによる調達と
なった。

　引き続き実施。

⑤ＯＡ機器用消耗品（ＣＤ－Ｒなど１１品
目）
　　[３～４百万円]

　　【競り下げ・共同調達】

〇

　平成２５年３月に競り下げによる共同調
達（金融庁及び会計検査院）を実施。

　競り下げ開始価格２，６９３千円から最終価格
は２，６６８千円となり、２５千円（０．９％）の削
減効果があった。 ○ －

　引き続き実施。

⑥トナー（ゼロックス）（トナーカートリッジ
など１８品目）
　　[６～７百万円]

　　【競り下げ・共同調達】

〇

　平成２５年３月に競り下げによる共同調
達（会計検査院）を実施。

　競り下げ開始価格６，６８５千円から最終価格
は６，１３１千円となり、５５３千円（８．２％）の削
減効果があった。 ○ －

　引き続き実施。

⑦トナー（キャノン）（インクカートリッジな
ど２４品目）
　　[４～５百万円]

　　【競り下げ・共同調達】

〇

　平成２５年３月に競り下げによる共同調
達（金融庁）を実施。

　競り下げ開始価格４，５５６千円から最終価格
は４，５３３千円となり、２３千円（０．５％）の削
減効果があった。 ○ －

　引き続き実施。

⑧梱包発送
　　年７回実施予定
　　[２～３百万円]

　　【競り下げ】

〇

　計６回の競り下げによる調達を実施。 　競り下げ開始価格の合計１６，０３３千円から
最終価格の合計は１２，８２６千円となり、３，２
０６千円（２０％）の削減効果があった。 ○ －

　引き続き実施。

⑨印刷物
　　年１２回実施予定
　　[３～４百万円]

　　【競り下げ】

　計８回の競り下げによる調達を実施。 　競り下げ開始価格３２，３４１千円から最終価
格は２５，６３８千円となり、６，７０２千円（２０．
７％）の削減効果があった。 ○ －

　引き続き実施。

⑩事務用消耗品（フラットファイルなど２６
６品目）
      [４６～４７百万円]

　　【共同調達】

　平成２５年３月に金融庁、会計検査院と
の共同調達を実施。

　平成２４年度及び平成２５年度の両年度にお
いて共同調達を行った同等製品について比較
したところ、前年度と同額であった。 ○

　複数年にわたって同様の共同調達を実
施しているため価格が下げ止まり、削減
効果がなかったものと考えられる。

　平成２６年度においては他類型（清掃用
消耗品等）と統合のうえ共同調達を実施
することで、スケールメリットによる更なる
コスト削減を図る。

⑪清掃用消耗品（ゴミ袋など１１品目）
      [１～２百万円]

　　 【共同調達】

　平成２５年３月に金融庁、会計検査院等
との共同調達を実施。

　平成２４年度及び平成２５年度の両年度にお
いて共同調達を行った同等製品について比較
したところ、前年度とほぼ同額であった。 ○

　前年度とほぼ同額となった要因は、昨
今の円安による原油価格等の高騰による
ものと考えられる。

　平成２６年度においては他類型（事務用
消耗品等）と統合のうえ共同調達を実施
することで、スケールメリットによる更なる
コスト削減を図る。

〇

平成25年度文部科学省調達改善計画の自己評価結果

（対象期間：平成25年４月１日～平成26年3月31日）

調達改善計画で記載した事項

実施した取組内容

取組の効果

実施において明らかとなった課題等

今後の対応

　新規に競り下げを実施した品目の対前
年度の削減率は１．０％であったが、これ
らの品目は従前から共同調達を実施して
きており、既に価格が下げ止まっていたも
のと考えられる。
　また、競り下げの件数が目標を下回った
要因は、印刷の競り下げの実施におい
て、下半期に市場の再生紙の流通が品
薄になる事態が生じたため、２者以上の
参加が見込めない案件については競り下
げの実施を見送らざるを得なかったことに
よるものである。

○

　新規に競り下げを実施した品目（３件）の対前
年度比の削減率は１．０％であったが、競り下
げ全体では開始価格２８，５４１千円（合計）から
最終価格２４，９１４千円（合計）となり、３，６２６
千円（１２．７％）の削減効果を得るとともに、対
象類型及び金額について目標を達成した。
　共同調達については、他機関との緊密な連
携・協力により、対象類型及び金額ともに目標
を達成した（対前年度比１２，７０７千円の削減
効果）。
　また、調達サポートデスクの設置により、調達
事務の効率化が図られた。



平成25年度
に開始した
取組

目標の
進捗状況

調達改善計画で記載した事項

実施した取組内容

取組の効果

実施において明らかとなった課題等

今後の対応

⑫コピー用紙（A3など４品目）
     [８２～８３百万円]

　　【共同調達】

　平成２５年３月に金融庁、会計検査院等
との共同調達を実施。

　平成２４年度及び平成２５年度の両年度にお
いて共同調達を行った同等製品について比較
したところ、前年度に対し１２，６４６千円（１５．
２％）の削減効果があった。

○ －

　引き続き実施。

⑬ガソリン（バイオガソリンなど２品目）
     [１４～１５百万円]

　　【共同調達】

　平成２５年３月及び９月に金融庁、会計
検査院等との共同調達を実施。

　平成２４年度及び平成２５年度の両年度にお
いて共同調達を行った同等製品について比較
したところ、前年度とほぼ同額であった。 ○

　前年度とほぼ同額となった要因は、昨
今の円安による原油価格等の高騰による
ものと考えられる。

　引き続き実施。

⑭配送
      [１２～１３百万円]

　　【共同調達】

　４月に金融庁、会計検査院等との共同
調達を実施。

　平成２４年度及び平成２５年度の両年度にお
いて共同調達を行った同種の配送について比
較したところ、前年度に対し３５千円（０．３％）
の削減効果があった。

○ －

　引き続き実施。

⑮速記
      [５０～５１百万円]

　　【共同調達】

　４月に金融庁等との共同調達を実施。 　平成２４年度及び平成２５年度の両年度にお
いて共同調達を行った同等仕様の速記につい
て比較したところ、前年度と同額であった。 ○

　複数年にわたって同様の共同調達を実
施しているため、価格が下げ止まり、削減
効果がなかったものと考えられる。

　引き続き実施。

⑯トナー（リコー）（IPSIOトナーなど７５品
目）
     [６４～６５百万円]

　　【共同調達】

　４月に金融庁、会計検査院等との共同
調達を実施。

　平成２４年度及び平成２５年度の両年度にお
いて共同調達を行った同等製品について比較
したところ、前年度に対し２６千円（０．０４％）の
削減効果があった。

○ －

　平成２６年度においては他類型（事務用
消耗品等）と統合のうえ共同調達を実施
することで、スケールメリットによる更なる
コスト削減を図る。

（ウ）随意契約、一者応札・応募の見直し

①随意契約の見直し
　競争性のない随意契約を行う案件につ
いて、個別案件毎に「公共調達の適正化
について（平成１８年８月２５日付財計第２
０１７号）」等に照らして、真にやむを得な
いものかどうかの検証を行うものとする。
検証は、内部監査において事前検証を行
うとともに、外部有識者で構成する契約監
視委員会等において事後検証を行う。
　上記個別案件毎のリストを作成し、四半
期毎に結果を公表するものとする。

　競争性のない随意契約については、内
部監査組織において、真にやむを得ない
ものかどうか事前検証を行うとともに、外
部有識者で構成する契約監視委員会等
において事後検証を行った。
　また、第３四半期までの競争性のない随
意契約の個別案件毎のリストを作成し公
表した。
　なお、平成２５年度第４四半期分の競争
性のない随意契約については、平成２６
年度に開催する契約監視委員会等で事
後検証を行ったうえで、個別案件毎にリス
トにして公表する予定。

　競争性のない随意契約については、内部監
査組織による事前検証及び契約監視委員会等
における事後検証を行うことにより、真にやむ
を得ないものに限定された（うち４件については
平成２６年度以降に競争性のある契約に移行
予定となった）。
　また、個別案件毎に競争性のない随意契約を
行った理由等を公表することにより，契約の透
明性の確保が図られた。

〇

　競争性のない随意契約については、こ
れまで内部監査組織による事前検証等を
行ってきたところ、今後も真にやむを得な
いものに限定されるよう、引き続きその見
直しに努める必要がある。

　引き続き実施。
　なお、競争性のなり随意契約を行う案件
については、「公共調達の適正化」（平成
１８年８月２５日財務大臣通知）等を踏ま
え、引き続きその見直しに努める。

②一者応札・応募の改善
　公益法人が２年連続して一者応札・応
募で受注している案件について、内部監
査において事前検証を行うとともに、調達
担当局課において実施した点検・見直し
の結果について、外部有識者で構成する
契約監視委員会等において事後検証を
行う。
　上記個別案件毎の点検・見直しの結果
を取りまとめて公表するものとする。

　公益法人が２年連続して一者応札・応
募で受注している案件について、個別案
件毎に改善方策を策定するとともに、当
該改善方策に基づいて調達手続きがなさ
れているか内部監査組織において事前検
証を行った。
　また、外部有識者で構成する契約監視
委員会等において事後検証を行うととも
に、四半期毎にその検証結果について公
表した。
　なお、平成２５年度第４四半期分の一者
応札・応募案件については平成２６年度
に開催する契約監視委員会等で事後検
証を行ったうえで、検証結果を公表する予
定。

　公益法人が２年連続して一者応札・応募で受
注している案件については、内部監査組織によ
る事前検証を行うことにより、改善方策に基づ
いた適切な調達手続きがとられるよう徹底され
た（うち１件は平成２５年度調達において一者応
札が改善され、複数者応札となった）。
　また、外部有識者で構成する契約監視委員
会等による事後検証を行うとともに、四半期毎
にその検証結果を公表することにより、契約の
透明性の確保が図られた。

〇

　一者応札・応募となった案件について
は、公告期間の十分な確保や仕様書の
記載内容の明確化を図るなどの改善を実
施したが、事業内容の特殊性や専門性等
により直ちに改善できないものもあったた
め、引き続きその解消に努める必要があ
る。

　引き続き実施。
　なお、一者応札・応募となった案件につ
いては、「平成２４年度調達改善の取組に
関する点検結果」（平成２５年８月６日行
政改革推進会議）等を踏まえ、引き続きそ
の解消に努める。

（エ）その他の取組
①ネットオークションの活用
　ネットオークションを活用した不要物品
の売り払いを引き続き実施する。

　年間を通じて売り払い可能な不要物品
がなかったため未実施。

－ － －

　引き続き実施。

②水道料金支払いの効率化
　一部の出先施設の水道料金の支払い
にクレジットカードを引き続き活用する。

　文部科学省白山資料保管所の水道料
金について、引き続き、クレジットカードに
よる支払いを実施。

　水道料金の支払事務の効率化が図られた。

○ －

　引き続き実施。

③出張旅費の効率化
・文部科学本省、文化庁において従来か
ら行っている旅費業務の民間委託を引き
続き実施する。
・割引制度や出張パック商品等の活用を
更に推進するため、委託業者のパック商
品の提案範囲拡充を図るとともに、上半
期に旅行実績をもとに調査分析を行い具
体的な改善計画を策定し、下半期以降こ
れを実行していく。

○

　旅費業務について、引き続き、一般競争
契約により民間委託を実施するとともに、
委託業者のパック商品等の提案範囲の
拡充を図ることにより、割引制度や出張
パック商品等の活用を推進した。
　また、平成２５年度上半期の旅行実績を
もとに調査分析を行うとともに、省内各局
課との意見交換を踏まえ、出張旅費効率
化等に関する改善計画を策定し、これを
実行していくこととした。

　 文部科学本省において、宿泊を伴いかつ航
空機を利用した旅行でパック商品や割引制度
の利用率（パック商品や割引航空券の設定が
なく利用できないものを除く）が、７３．０５％と
なった（行政効率化関係省庁連絡会議で指摘さ
れていた目標値は７０％以上）。
　また、委託業者を通じたチケット手配率（委託
業者がチケットを手配した件数／総出張件数）
が前年度比１．１ポイント向上した。

○ －

　 引き続き実施。

④総合評価落札方式
　評価基準、配分方法等の客観性や妥当
性の検証を引き続き行う。

　内部監査において評価基準、配分方法
等の客観性や妥当性について事前監査
を実施した。

　総合評価落札方式における評価の客観性や
妥当性の確保が図られた。

〇 －

　引き続き実施。
　なお、評価基準、配分方法等の客観性
や妥当性の検証については、実地監査及
び外部有識者で構成する契約監視委員
会を活用するなど、事後検証の充実を図
る。

⑤国庫債務負担行為の活用
　国庫債務負担行為による複数年契約
は、民間の創始工夫の成果を効果的に取
り組むことも期待できることから、「国庫債
務負担行為の活用に関する手引き」
（H24.3.1内閣府公共サービス改革担当事
務局）に基づき、引き続き活用を図る

　「本省情報基盤システム」及び「複合機
賃貸借」の調達契約について、国庫債務
負担行為による複数年契約を締結した。
　また、平成２６年度概算要求で電子計算
機等借入れ等３件、６２０，９７８千円を国
庫債務負担行為として要求した。

　国庫債務負担行為を活用して、複数年契約を
することにより、調達事務の効率化が図られ
た。
　また、平成２６年度予算において、電子計算
機等借入れ等３件、６０２，４７５千円が国庫債
務負担行為として措置された。 〇 －

　複数年契約が適切と認められる案件を
抽出し、国庫債務負担行為の適用条件を
満たしているか検証を行うなど、国庫債務
負担行為の更なる活用に努める。

⑥調達情報の提供
・競争参加者の確保を図るため、引き続
き、調達予定情報を半期毎にホームペー
ジで公表する。

・契約に係る透明性の確保を図るため、
引き続き、「公共調達の適正化について」
（H18.8.25財務大臣通知）に基づき、契約
案件毎に、契約の相手方、契約金額等の
契約情報を引き続きホームページで公表
する。

　平成２５年度前期及び後期の調達予定
情報について、それぞれ３月及び８月に
ホームページで公表した。
　また、財務大臣通知に基づき、契約案
件毎に契約情報の公表を行った。

　新規参入希望者へのサービスの向上及び契
約の透明性の確保等が図られた。

〇 －

　引き続き実施。
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（オ）調達改善計画の推進体制
１）推進体制の整備
　適切なガバナンスを発揮する観点から、
文部科学省大臣官房長を総括責任者と
する文部科学省の行政事業レビュー推進
チーム（以下「チーム」という。）が本計画
を決定し、取組の総括を行う。
   また、本計画の実務の推進を調達改善
ワーキングチーム（以下「ワーキングチー
ム」という。）が行う。

　行政事業レビュー推進チームが本計画
を決定し、取組の総括を行った。
　また、調達改善ワーキングチームが本
計画の実務を推進した。

　行政事業レビュー推進チーム及び調達改善
ワーキングチームが本計画の取組を推進する
ことにより、適切なガバナンスが発揮された。

〇 －

　引き続き実施。

２）外部有識者の活用
　随意契約の見直し及び一者応札の改善
等については、公共工事又は物品・役務
等の区分に応じ、それぞれ外部有識者か
らなる入札監視委員会（弁護士２名、公認
会計士１名、大学教授３名）又は物品・役
務等契約監視委員会（弁護士１名、公認
会計士１名、大学教授３名）（本計画にお
いて「契約監視委員会等」という。）が原則
として四半期毎に会合を開催し、事後検
証を行う。
    また、本計画の策定、自己評価の実施
等の際には、契約監視委員会等の委員
に意見を求める。

　随意契約の見直し及び一者応札の改善
等については、外部有識者からなる契約
監視委員会等を四半期毎に会合を開催
し、事後検証を行った。
　また、本計画の策定、自己評価の実施
等の際には、契約監視委員会等の委員
から意見を聴取した。
　なお、第４四半期分の随意契約の見直
し及び一者応札の改善等については、平
成２６年度に開催する契約監視委員会等
で事後検証を実施する。

　外部有識者の活用により、客観性の向上及
び透明性の確保が図られた。

〇 －

　引き続き実施。

３）内部監査の活用
　随意契約の見直し及び一者応札の改善
等については、内部監査において事前検
証を行う。

　随意契約の見直し及び一者応札・応募
の改善等について、内部監査組織におい
て事前検証を行った。

　随意契約については、内部監査組織による事
前検証（書面監査）により、真に競争性のない
随意契約によらざるを得ない案件に限定され
た。
　また、一者応札等についても同様の事前検証
により、昨年度からの改善方策の徹底や仕様
書の記載内容の明確化が図られた。

〇

　一者応札・応募となった案件について
は、公告期間の十分な確保や仕様書の
記載内容の明確化を図るなどの改善を実
施したが、事業内容の特殊性や専門性等
により直ちに改善できないものもあったた
め、引き続きその解消に努める必要があ
る。

　引き続き実施。
　なお、一者応札・応募となった案件につ
いては、「平成２４年度調達改善の取組に
関する点検結果」（平成２５年８月６日行
政改革推進会議）等を踏まえ、引き続きそ
の解消に努める。

（カ）進捗把握及び自己評価の実施
１）実施時期等
 　ワーキングチームは、調達担当局課か
らの報告を受けて、半期毎（上半期：４月
～９月、下半期：１０月～３月）に本計画の
進捗状況を取りまとめ、チームに報告す
る。
　 また、本計画の自己評価については、
上半期終了後及び年度終了後に２）に定
めるところにより行う。

　　ワーキングチームが取組実績を取りま
とめ自己評価案を作成しチームに報告し
た後、チームは調達の改善状況を確認
し、自己評価を決定した。
　自己評価については当省ホームページ
で公表を行った。

　適切な進捗管理及び自己評価を実施し、調
達改善の取組が推進された。

〇 －

　引き続き実施。

２）自己評価の方法
①ワーキングチームは、上半期終了後に
おいては概ね１０月末までに、年度終了
後においては概ね翌年度７月末までにそ
れぞれの期間における取組実績（目標の
達成状況、調達の具体的な改善状況、契
約監視委員会等による検証結果）につい
て取りまとめる。
②ワーキングチームは、上記取組実績を
もとに、見直しによる効果、成果の達成状
況の観点から自己評価案を作成し、チー
ムに報告する。
③チームは、調達の改善状況を確認し、
自己評価を決定するとともに、計画どおり
に実施されていないと判断した取組につ
いては原因を把握し、関係局課に改善を
指示する。
   なお、自己評価結果には、実施した取
組内容及びその効果、目標の達成状況、
実施において明らかになった課題、今後
の調達改善計画の実施や策定に反映す
べき事項等を盛り込む。

３）自己評価結果の公表
 　本計画の取組状況の自己評価は、
ホームページにおいて公表するものとす
る。

（キ）人事評価への反映及び人材育成
　業績評価において、自身の担当する業
務分野でコスト意識や業務改善に留意し
た目標を設定可能な場合は、業務目標の
設定を行い、本計画に係る取組が人事評
価に適切に反映されるよう取り組むことと
する。
　また、調達の専門人材を育成するため、
調達手法等を含めた会計研修の更なる
充実を図る。

　 コスト意識や業務改善に留意した目標
を設定した場合には、人事評価に適切に
反映されるよう各部局に対して周知した。
　また、平成２５年５月から６月にかけて、
省内若手職員を対象とした会計事務研修
（調達制度及び手続等を含む。）を実施し
た。

　予算執行を担う職責の重要性を認識し、効率
化やコストを意識して業務に取り組むことへの
理解が図られた。

〇 －

　引き続き実施。

（ク）その他
１）取組状況等の公表
　本計画に関する取組状況等は、ホーム
ページにおいて公表するものとする。

　平成２５年度調達改善計画及びその取
組状況等を当省ホームページで公表し
た。

　調達改善計画等を公表することにより、取組
内容の透明性が図られた。

〇 －

　引き続き実施。

２）計画の見直し
　本計画については、指針の改定や進捗
状況等を踏まえ、必要が生じた場合に
は、所要の見直しを行うものとする。

　平成２５年度は期中において計画の見
直しの必要はなかったため、見直しは
行っていない。

　不断の見直しを実施することによって、本計
画がより適切なものとなる。

－ － －

３）その他
　本計画に定めるもののほか、計画の実
施に関して必要な事項は、チームの統括
責任者が別に定める。

　平成２５年度は期中において別に定め
る事項が生じなかったため実施していな
い。

　必要な事項を定めることによって、本計画が
より適切なものとなる。

－ － －


